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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第37期
第２四半期
連結累計期間

第38期
第２四半期
連結累計期間

第37期

会計期間
自 平成24年５月１日
至 平成24年10月31日

自 平成25年５月１日
至 平成25年10月31日

自 平成24年５月１日
至 平成25年４月30日

売上高 (百万円) 110,183 116,925 236,453

経常利益 (百万円) 2,796 2,028 9,687

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,777 977 5,893

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,751 1,016 6,096

純資産額 (百万円) 44,604 48,821 48,949

総資産額 (百万円) 103,287 111,194 114,734

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 131.96 72.55 437.48

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 43.2 43.9 42.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,468 318 11,895

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,416 △592 △5,863

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,106 △1,175 △1,142

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 29,522 38,016 39,465
 

　

回次
第37期
第２四半期
連結会計期間

第38期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年８月１日
至 平成24年10月31日

自 平成25年８月１日
至 平成25年10月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 87.12 19.46
 

(注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益につきましては、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。

　

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び子会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第

４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報」の「２　

報告セグメントの変更等に関する事項」をご参照下さい。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

　
(１)業績の概況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、欧州政府債務問題の長期化や新興国の経済成長

の減速等、引き続き海外経済の不確実性は残るものの、政府による積極的な経済対策や日本銀行の大

規模な金融緩和策を受けて、企業収益の改善や個人消費の持ち直しがみられる等、緩やかな回復基調

で推移しました。

 建設業界におきましては、政府による住宅取得支援策や低金利水準の継続、雇用・所得環境の改善

に伴う住宅取得意欲の向上に加え、消費税増税前の駆け込み需要等により、新設住宅着工戸数は51万

１千戸（前年同期比12.7％増）となり堅調に推移しました。また、新設貸家着工戸数は18万４千戸

（前年同期比12.2％増）となりました。

 このような状況の中、当第２四半期連結累計期間における当社グループの連結業績は、売上高は

1,169億２千５百万円（前年同期比6.1％増）となりました。利益面におきましては、営業利益17億８

千万円（前年同期比29.5％減）、経常利益20億２千８百万円（前年同期比27.5％減）、四半期純利益

９億７千７百万円（前年同期比45.0％減）となりました。

　
セグメントの業績は以下のとおりであります。

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントとして記載する事業セグメントを変更してお

り、当第２四半期連結累計期間の比較・分析は、変更後の区分に基づいております。

①　建設事業

建設事業におきましては、前連結会計年度の受注高が増加したことにより、当第２四半期連結累

計期間の完成工事高は前年同期と比較して増加しております。利益面においては、建築・設計部門

における一人当たりの生産性が向上したこと等により、完成工事総利益率には改善がみられました

が、積極的な広告宣伝活動及び営業部員の増員増強を図ったことにより販売費及び一般管理費が増

加したことから、営業利益額は減少しました。この結果、建設事業における売上高は554億７千８

百万円（前年同期比4.3％増）、営業利益は25億６千２百万円（前年同期比23.5％減）となりまし

た。

 また、当第２四半期累計期間の当社単体における総受注高につきましては、766億１千９百万円

（前年同期比15.9％増）となりました。

②　不動産賃貸事業

不動産賃貸事業におきましては、管理物件数の増加に伴うサブリース経営代行システム（一括借

り上げ制度）による入居者様からの家賃収入及び管理料収入等の増加により、売上高は前年同期を

上回ることができました。また、賃貸建物の当第２四半期末の入居率は入居仲介促進のための各種

施策に積極的に取り組んだことにより96.0％となり、高い入居率を維持しております。この結果、

不動産賃貸事業における売上高は601億１千３百万円（前年同期比8.0％増）、営業利益は24億６千

２百万円（前年同期比3.8％増）となりました。
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③　その他

総合広告代理店業、旅行代理店業及びゴルフ場・ホテル施設の運営に関する事業で構成されるそ

の他の事業における売上高は13億３千２百万円（前年同期比0.5％増）、営業利益は１億３千７百

万円（前年同期比241.9％増）となりました。

　
(２)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローにつきましては、「現金及び現金同等物の

四半期末残高」は前連結会計年度末より14億４千８百万円減少して380億１千６百万円となりまし

た。

　営業活動によるキャッシュ・フローにおける主な収入は、「税金等調整前四半期純利益」19億４千

４百万円（前年同期比30.2％減）、「未成工事受入金の増加額」22億３千８百万円（前年同期比

4.1％減）であり、前年同期と比較して減少しました。また、「仕入債務の減少額」34億３千４百万

円（前年同期比10.1％減）等の支出があったことで、営業活動によるキャッシュ・フローは３億１千

８百万円の収入（前年同期比78.3％減）となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローにおける主な支出は、「貸付による支出」３億２千７百万円

（前年同期比16.8％減）、「有形固定資産の取得による支出」４億円（前年同期比67.0％増）となっ

た一方で、「定期預金の預入による支出」が９百万円（前年同期は50億１千４百万円の支出）となっ

たことで、投資活動によるキャッシュ・フローは５億９千２百万円の支出（前年同期比89.1％減）と

なりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、主に「配当金の支払額」の支出によるものであり、11億７

千５百万円の支出（前年同期比6.3％増）となりました。

　
(３)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありま

せん。

　
(４)研究開発活動

該当事項はありません。

　
(５)主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設及び除却等について、当第２四半期連

結累計期間において重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(１)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 53,888,000

計 53,888,000
 

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年10月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年12月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,472,000 13,472,000
東京証券取引所
名古屋証券取引所
(各市場第一部)

単元株式数10株

計 13,472,000 13,472,000 ― ―
 

(注) 平成25年７月26日開催の定時株主総会において、１単元の株式数を10株から100株への変更を決議しておりま

す。なお、実施予定日は平成26年４月１日であります。

　

(２)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(３)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(４)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(５)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成25年８月１日～
平成25年10月31日

― 13,472,000 ― 4,800 ― 16
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(６)【大株主の状況】

(平成25年10月31日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

左右田　稔 名古屋市昭和区 4,950,400 36.7

㈱東名商事 名古屋市中区丸の内２丁目１番33号 1,000,000 7.4

ビービーエイチ フォー
フィデリティ ロー プライスド
ストック ファンド
(プリンシパル オール
 セクター サブポートフォリオ)
(常任代理人
　 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行)

82 DEVONSHIRE ST BOSTON
MASSACHUSETTS 02109360582
(東京都千代田区丸の内２丁目７－１
 決済事業部)

1,000,000 7.4

日本トラスティ・サービス
信託銀行㈱(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 294,540 2.1

日本マスタートラスト
信託銀行㈱(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 190,800 1.4

東建社員持株会
名古屋市中区丸の内２丁目１番33号
東建コーポレーション㈱内

113,394 0.8

ドイチェ バンク アーゲー
ロンドン ピービー
ノントリティー クライアンツ
613
(常任代理人 ドイツ証券㈱)

TAUNUSANLAGE 12,D-60325
FRANKFURT AM MAIN,FEDERAL REPUBLIC
OF GERMANY
(東京都千代田区永田町２丁目11番１号
 山王パークタワー)

112,620 0.8

メロン バンク エヌエー アズ
エージェント フォー イッツ
クライアント メロン
オムニバス ユーエス
ペンション
(常任代理人
  ㈱みずほ銀行 決済営業部)

ONE BOSTON PLACE BOSTON,MA 02108
(東京都中央区月島４丁目16－13)

102,760 0.7

住友生命保険相互会社
(常任代理人
  日本トラスティ・サービス
  信託銀行㈱)

東京都中央区築地７丁目18－24
(東京都中央区晴海１丁目８－11)

101,000 0.7

朝日火災海上保険㈱ 東京都千代田区神田美土代町７ 100,000 0.7

左右田　善猛 名古屋市昭和区 100,000 0.7

計 ― 8,065,514 59.8
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(７)【議決権の状況】

①【発行済株式】
(平成25年10月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,490
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式　

13,469,970
 

　

1,346,997 ―

単元未満株式 普通株式 540
 

　

― ―

発行済株式総数 13,472,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,346,997 ―
 

(注)１　「完全議決権株式(その他)」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄にも、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個を含めております。

２　「単元未満株式」の「株式数」欄には、自己保有株式４株が含まれております。

　

②【自己株式等】
(平成25年10月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
東建コーポレーション
株式会社

名古屋市中区丸の内
二丁目１番33号

1,490 ― 1,490 0.0

計 ― 1,490 ― 1,490 0.0
 

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記

載しております。

　

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成25年８月１

日から平成25年10月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年５月１日から平成25年10月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年４月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年10月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 59,308 57,869

受取手形・完成工事未収入金等 6,252 4,427

未成工事支出金 705 760

その他のたな卸資産
※1 1,014 ※1 1,126

その他 3,356 3,291

貸倒引当金 △153 △124

流動資産合計 70,484 67,351

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 11,852 11,548

土地 14,520 14,520

その他（純額） 4,652 4,725

有形固定資産合計 31,024 30,793

無形固定資産 1,119 987

投資その他の資産

その他 12,430 12,376

貸倒引当金 △323 △315

投資その他の資産合計 12,106 12,060

固定資産合計 44,250 43,842

資産合計 114,734 111,194

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 21,233 17,798

未払法人税等 2,938 732

未成工事受入金 5,262 7,501

賞与引当金 1,604 1,547

役員賞与引当金 46 22

完成工事補償引当金 117 120

その他 11,375 11,358

流動負債合計 42,578 39,082

固定負債

役員退職慰労引当金 585 626

退職給付引当金 1,890 1,953

長期預り保証金 16,892 16,841

その他 3,838 3,868

固定負債合計 23,206 23,290

負債合計 65,784 62,372
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年４月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年10月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,800 4,800

資本剰余金 16 16

利益剰余金 43,977 43,810

自己株式 △2 △2

株主資本合計 48,791 48,624

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 152 191

その他の包括利益累計額合計 152 191

少数株主持分 6 6

純資産合計 48,949 48,821

負債純資産合計 114,734 111,194
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年５月１日
　至 平成24年10月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年５月１日
　至 平成25年10月31日)

売上高

完成工事高 53,184 55,478

兼業事業売上高 56,998 61,446

売上高合計
※ 110,183 ※ 116,925

売上原価

完成工事原価 35,683 37,017

兼業事業売上原価 53,811 58,058

売上原価合計 89,494 95,075

売上総利益

完成工事総利益 17,501 18,460

兼業事業総利益 3,187 3,388

売上総利益合計 20,688 21,849

販売費及び一般管理費

給料及び賞与 9,774 10,714

賞与引当金繰入額 935 1,011

役員賞与引当金繰入額 17 22

役員退職慰労引当金繰入額 10 41

貸倒引当金繰入額 40 －

その他 7,381 8,278

販売費及び一般管理費合計 18,160 20,068

営業利益 2,527 1,780

営業外収益

受取利息 96 92

保険代理店収入 108 135

その他 119 69

営業外収益合計 324 297

営業外費用

固定資産除却損 － 12

クレーム損害金 31 21

その他 23 16

営業外費用合計 54 50

経常利益 2,796 2,028

特別損失

固定資産除却損 10 －

減損損失 － 83

特別損失合計 10 83

税金等調整前四半期純利益 2,785 1,944

法人税、住民税及び事業税 958 674

法人税等調整額 49 292

法人税等合計 1,008 967

少数株主損益調整前四半期純利益 1,777 977

四半期純利益 1,777 977
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年５月１日
　至 平成24年10月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年５月１日
　至 平成25年10月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,777 977

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △26 39

その他の包括利益合計 △26 39

四半期包括利益 1,751 1,016

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,751 1,016
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年５月１日
　至 平成24年10月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年５月１日
　至 平成25年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,785 1,944

減価償却費 931 830

減損損失 － 83

賞与引当金の増減額（△は減少） △72 △56

退職給付引当金の増減額（△は減少） 69 63

受取利息及び受取配当金 △99 △100

売上債権の増減額（△は増加） 761 1,824

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） △23 △112

仕入債務の増減額（△は減少） △3,819 △3,434

未成工事受入金の増減額（△は減少） 2,334 2,238

未払金の増減額（△は減少） △756 △213

預り金の増減額（△は減少） 561 462

未払消費税等の増減額（△は減少） 49 △370

その他 221 △84

小計 2,943 3,075

利息及び配当金の受取額 93 99

法人税等の支払額 △1,568 △2,855

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,468 318

投資活動によるキャッシュ・フロー

貸付けによる支出 △392 △327

貸付金の回収による収入 386 307

有形固定資産の取得による支出 △239 △400

無形固定資産の取得による支出 △108 △87

差入保証金の差入による支出 △74 △60

差入保証金の回収による収入 43 13

その他 △5,030 △37

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,416 △592

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △1,075 △1,143

その他 △31 △31

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,106 △1,175

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,053 △1,448

現金及び現金同等物の期首残高 34,576 39,465

現金及び現金同等物の四半期末残高
※ 29,522 ※ 38,016
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　その他のたな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成25年４月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年10月31日)

商品及び製品 365百万円 471百万円

仕掛品 84 102

材料貯蔵品 565 552
 

　
２　保証債務

施主の金融機関からの借入等に対し、次のとおり債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成25年４月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年10月31日)

46名 87百万円 39名 75百万円
 

　
(四半期連結損益計算書関係)

※　前第２四半期連結累計期間（自　平成24年５月１日　至　平成24年10月31日）及び当第２四半期連

結累計期間（自　平成25年５月１日　至　平成25年10月31日）

当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の

割合が大きいため、第４四半期連結会計期間の売上高が他の四半期連結会計期間の売上高と比較し

て著しく多くなるといった季節的変動があります。

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年５月１日
至 平成24年10月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年５月１日
至 平成25年10月31日)

現金及び預金勘定 49,363百万円 57,869百万円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金

△19,840 △19,852

現金及び現金同等物 29,522 38,016
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(株主資本等関係)

１　前第２四半期連結累計期間(自 平成24年５月１日 至 平成24年10月31日)

(１)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年７月26日
定時株主総会

普通株式 1,077 80 平成24年４月30日 平成24年７月27日 利益剰余金
 

　
(２)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結

会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
２　当第２四半期連結累計期間(自 平成25年５月１日 至 平成25年10月31日)

(１)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年７月26日
定時株主総会

普通株式 1,144 85 平成25年４月30日 平成25年７月29日 利益剰余金
 

　
(２)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結

会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

前第２四半期連結累計期間(自　平成24年５月１日　至　平成24年10月31日)
　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３
建設事業

不動産

賃貸事業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 53,184 55,672 108,857 1,325 110,183 ― 110,183

  セグメント間の内部

  売上高又は振替高
0 661 661 915 1,577 △1,577 ―

計 53,185 56,333 109,519 2,241 111,760 △1,577 110,183

セグメント利益 3,351 2,371 5,723 40 5,763 △3,236 2,527
 

　
当第２四半期連結累計期間(自　平成25年５月１日　至　平成25年10月31日)
　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３
建設事業

不動産

賃貸事業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 55,478 60,113 115,592 1,332 116,925 ― 116,925

  セグメント間の内部

  売上高又は振替高
1 684 685 1,771 2,457 △2,457 ―

計 55,479 60,798 116,278 3,104 119,382 △2,457 116,925

セグメント利益 2,562 2,462 5,024 137 5,161 △3,380 1,780
 

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、総合広告代理店業、旅行代

理店業及びゴルフ場・ホテル施設の運営に関する事業を含んでおります。

２ 調整額の内容は以下のとおりであります。

セグメント利益
　 　 (単位：百万円)

項目 前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

セグメント間取引消去 △35 8

全社費用※ △3,200 △3,389

合計 △3,236 △3,380
 

※全社費用は、主に提出会社本社の総務管理部等管理部門に係る費用であります。

　
３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
２　報告セグメントの変更等に関する事項

前連結会計年度において、セグメント情報におけるセグメント区分は「建設事業」、「不動産

賃貸事業」及び「リゾート事業」に区分しておりましたが、「リゾート事業」は、量的な重要性

が乏しくなったため、第１四半期連結会計期間から報告セグメントに含めず、「その他」に含め

て表示することとしました。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後のセグメントの区分に基づき作

成したものを開示しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年５月１日
至 平成24年10月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年５月１日
至 平成25年10月31日)

１株当たり四半期純利益 131円96銭 72円55銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益(百万円) 1,777 977

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,777 977

普通株式の期中平均株式数(株) 13,470,506 13,470,506
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

　

　

　

　

２【その他】

該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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平成２５年１２月１２日

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　井　夏　樹　　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　城　 　卓　男　　㊞

独立監査人の四半期レビュー報告書
 

　
 

東建コーポレーション株式会社

取 締 役 会 御中
 

　

有限責任監査法人　トーマツ
 

　

 

　

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
東建コーポレーション株式会社の平成２５年５月１日から平成２６年４月３０日までの連結会計年度の第２
四半期連結会計期間（平成２５年８月１日から平成２５年１０月３１日まで）及び第２四半期連結累計期間
（平成２５年５月１日から平成２５年１０月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連
結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書
及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東建コーポレーション株式会社及び連結子
会社の平成２５年１０月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営
成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において
認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　　上
　

 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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